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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】広告主が広告情報を掲載できるとともに、受取
人が独自の使用目的等によって自己の商品に転用するこ
とができる印字または印刷が可能な広告付きラベルまた
はシールを提供する。
【解決手段】広告付きラベル１の一部に広告主の広告情
報部６が設けられ、広告情報部６以外の部分に空白部４
が設けられている。広告情報部６には、広告主のＷＥＢ
サイト上のＵＲＬがコード化されたＱＲコード（登録商
標）５が印刷されている。広告付きラベル１を入手した
受取人は、独自の広告付きラベル１の空白部４に自由に
印字または印刷し、自己の商品に貼付することによって
転用することができる。
【選択図】図３
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　広告主の広告情報が掲載された広告付きラベルまたはシールにおいて、
　前記広告情報が前記広告付きラベルまたはシールの一部に掲載された広告情報部を有し
、該広告情報部以外の部分が空白部とされるとともに、該広告情報には、少なくとも広告
主のＵＲＬをコード化した２次元コードが含まれていることを特徴とする広告付きラベル
またはシール。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案は、広告主の広告情報に広告主のＷＥＢサイト上のＵＲＬをコード化した２次元
コードが含まれている広告付きラベルまたはシールに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、企業では、商品や雑誌などに広告を掲載しているが、十分な広告を掲載できるス
ペースに制約を受けていることから、商品や雑誌などの一部にＷＥＢサイト上のＵＲＬを
コード化したＱＲコード（登録商標、以下省略）が印刷されている。消費者は、読み取り
機能付き携帯電話でこのＱＲコードを読み取り、上記のＷＥＢサイトにアクセスして前記
企業の広告情報を見ている。このような一例として、はがきの記載内容を隠蔽する広告シ
ールの表面に、ＱＲコードが印刷されている広告シールが知られている（例えば、特許文
献１参照）。
【０００３】
　従来の広告シールについて、図４から図６を参照して説明する。図４は、はがきの裏面
図である。図５は、従来の広告シールの平面図である。図６は、はがきの裏面に従来の広
告シールの裏面が貼付される直前の状態を示す図である。図４において、はがき１１１の
記載面１１１ａは、受取人の住所が記載されている表面の裏面（背面）である。図５にお
いて、広告シール１１２の表面（平面）１１２ａには、広告主の広告情報が一面に掲載さ
れている。この広告シール１１２の表面１１２ａの下方右側には、広告該当商品の販売を
している広告主のＷＥＢサイト上のＵＲＬをコード化した２次元コードの一種であるＱＲ
コード１１３が印刷されている。
【０００４】
　広告シール１１２の裏面には、粘着層が全面または必要な部分に形成され、はがき１１
１の記載面１１１ａに広告シール１１２の裏面を貼付させることによって、はがき１１１
の記載面１１１ａが隠蔽されている。
【０００５】
　次に、広告シール１１２の表面１１２ａに印刷されているＱＲコード１１３から広告主
のＷＥＢサイトにアクセスする方法について説明する。図６において、広告シール１１２
が貼付されたはがき１１１を入手した受取人は、広告シール１１２の表面１１２ａに印刷
されたＱＲコード１１３を読み取り機能付き携帯電話で読み取り、この画像を解析して該
当するＷＥＢサイト上のＵＲＬを取得する。そして、携帯電話で該当するＵＲＬにアクセ
スし、受取人が広告主のＷＥＢサイト上で広告該当商品などを購入処理することにより、
広告主のＷＥＢサイト上で容易に買い物が可能となる。
【特許文献１】特開２００５－１１９２２１号公報
【考案の開示】
【考案が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記構成の広告シールにおいては、次のような問題点がある。はがきの
記載面に広告シールの裏面が貼付された広告シールの表面には、広告主の広告情報が一面
に掲載されているため、受取人はこれらの広告情報を読んだり、広告主のＷＥＢサイト上
のＵＲＬにアクセスしてＷＥＢサイト上で買い物などをすることはできるが、受取人は入
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手した広告シールを独自の広告シールとして自己の商品に転用することができないという
問題があった。
【０００７】
　本考案の課題は、この点を鑑みて、広告主が広告情報を掲載できるとともに、受取人が
独自の使用目的等によって自己の商品に転用することができる印字または印刷が可能な広
告付きラベルまたはシールを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の課題を解決するために、本考案の広告付きラベルまたはシールは、広告主の広告
情報が掲載された広告付きラベルまたはシールにおいて、前記広告情報が前記広告付きラ
ベルまたはシールの一部に掲載された広告情報部を有し、該広告情報部以外の部分が空白
部とされるとともに、該広告情報には、少なくとも広告主のＵＲＬをコード化した２次元
コードが含まれているものである。
【考案の効果】
【０００９】
　本考案の広告付きラベルまたはシールは、広告主の広告情報が掲載された広告付きラベ
ルまたはシールにおいて、前記広告情報が前記広告付きラベルまたはシールの一部に掲載
された広告情報部を有し、該広告情報部以外の部分が空白部とされるとともに、該広告情
報には、少なくとも広告主のＵＲＬをコード化した２次元コードが含まれているので、広
告付きラベルまたはシールを入手した受取人は、この空白部に印字または印刷することに
よって、受取人の独自の広告付きラベルまたはシールとして自己の商品に転用することが
できる。また、受取人の商品を購入した消費者は、広告主のＷＥＢサイトへアクセスする
回数が増加し易くなるので、広告主の売り上げ増にも結び付き易くなる。
【考案を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下に、図面を参照して本考案の好ましい実施の形態について説明する。また、本実施
の形態は、印字ができるロール状に巻回された広告付きラベルについて説明する。図１は
、ロール状に巻回された広告付きラベルの斜視図である。図２は、広告付きラベルの平面
図である。図３は、空白部に印字された広告付きラベルの平面図である。図１において、
広告付きラベル１は、裏面（背面）に粘着層３が設けられ、帯状の台紙２に適宜な間隔を
持って剥離可能に仮着されている。
【００１１】
　図２において、広告付きラベル１は、平面（表面）の下方に広告情報が掲載された広告
情報部６が設けられている。広告情報部６の右側には、広告主のＷＥＢサイト上のＵＲＬ
がコード化された２次元コードの一種であるＱＲコード５が印刷されている。また、ＱＲ
コード５の左側下方には、広告主のＷＥＢサイト上のＵＲＬ７が印刷されている。このこ
とによって、ＱＲコード５の読み取り機能が付いていない携帯電話の場合であっても、携
帯電話に広告主のＷＥＢサイト上のＵＲＬ７を操作キーから直接入力することによって、
広告主のＷＥＢサイトにアクセスすることができるようになっている。さらに、広告主の
ＷＥＢサイト上のＵＲＬ７の上方には、広告主の会社情報（社名と電話番号、以下省略）
８が印刷されている。また、広告情報部６以外の広告付きラベル１の部分には、空白部４
が設けられている。
【００１２】
　図３において、空白部４の下方右側には、受取人の会社情報（社名と住所、以下省略）
９がラベルプリンタで印字され、空白部４の中段やや上方には、商品（きゅうり、以下省
略）の価格情報を含んだバーコード１０がラベルプリンタで印字されている。また、空白
部４のその他の部分には、商品に関する情報がラベルプリンタで印字されている。
【００１３】
　次に、印字された広告付きラベル１の受取人の商品に転用する方法について説明する。
広告付きラベル１を入手した受取人は、空白部４にラベルプリンタで印字した独自の広告
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付きラベル１を受取人の商品に貼付する。消費者は、受取人の店頭で商品に貼付された広
告付きラベル１の価格情報などを見ながら商品を購入する。また、消費者は、ＱＲコード
５に興味を持って、商品に貼付された広告付きラベル１に印刷されたＱＲコード５を読み
取り機能付き携帯電話で読み取り、この画像を解析して広告主のＷＥＢ上のＵＲＬを取得
し、または、広告主のＵＲＬ７を操作キーで直接入力することにより、携帯電話で広告主
のＷＥＢサイト上のＵＲＬにアクセスする。このようにして消費者は、広告主のＷＥＢサ
イト上で商品などを購入することができる。
【００１４】
　従って、受取人が独自の広告付きラベル１を自己の商品に数多く転用すればするほど、
消費者から広告主のＷＥＢサイトへのアクセス回数が増加し易くなるので、広告主の商品
の売り上げ増に結び付き易くなる。一方で、広告付きラベル１を入手した受取人は、広告
主から広告費の支払いを受けるので、広告付きラベル１を安価に入手または製作すること
ができる。
【００１５】
　本実施の形態では、広告主のＷＥＢサイト上のＵＲＬをコード化したＱＲコード５につ
いて説明してあるが、検索サイトに検索エンジンを有するＩＴ企業では、検索エンジンに
よって検索サイトに検索結果が表示されるとともに、検索された企業などのＷＥＢサイト
上のＵＲＬなども表示されるので、検索サイトを有するＩＴ企業が広告主となった広告付
きラベル１が受取人に転用される場合には、消費者からのＩＴ企業の検索サイトにアクセ
スする回数の増加が大幅に見込める。一方で、受取人は、ＩＴ企業から多額の広告費を受
け取ることができるので、双方にとってメリットがあり特に効果が大きい。
【００１６】
　また、本実施の形態では、空白部４に受取人の会社情報９、バーコード１０および商品
に関する情報などがラベルプリンタで印字されている場合について説明してあるが、これ
に限定されるものではなく、受取人は空白部４に自由に印字することができる。さらに、
本実施の形態では、ＱＲコードが掲載されている場合について説明してあるが、ＱＲコー
ドに限定されるものではなく、その他の２次元バーコードにも広く適用することができる
。
【００１７】
　また、本実施の形態では、ラベルプリンタで印字された広告付きラベル１が商品に貼付
された場合について説明してあるが、これに限定されるものではなく、シート状の広告付
きラベルまたはシールであっても良く、さらに、あらゆる商品またはサービスに適用する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】ロール状に巻回された広告付きラベルの斜視図である。
【図２】広告付きラベルの平面図である。
【図３】空白部に印字された広告付きラベルの平面図である。
【図４】はがきの裏面図である。
【図５】従来の広告シールの平面図である。
【図６】はがきの裏面に従来の広告シールの裏面が貼付される直前の状態を示す図である
。
【符号の説明】
【００１９】
　　１　　広告付きラベル
　　２　　台紙
　　３　　粘着層
　　４　　空白部
　　５　　ＱＲコード
　　６　　広告情報部
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　　７　　広告主のＵＲＬ
　　８　　広告主の会社情報
　　９　　受取人の会社情報
　１０　　バーコード
１１１　　はがき
１１１ａ　　記載面
１１２　　広告シール
１１２ａ　　表面
１１３　　ＱＲコード

【図１】

【図２】
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【図３】

【図４】
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【図５】
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【図６】

【手続補正書】
【提出日】平成20年6月12日(2008.6.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図２】

【手続補正２】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図３
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図３】
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